
 

変 更 分   

 
 

第１３回 
峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町 

合 併 協 議 会 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    日 時 ： 平成１５年７月２３日（水） 
     午後１時３０分から 

    場 所 ： 峰山町総合福祉センター 
  
 
 
 
 



次  第 
 
 
１ 開会宣言   
 
 
 
２ 議 事 
 
 （１）協議事項 

 

・協議第１号  ２      合併の期日に関すること（再協議） 

 

・協議第２号  １４     使用料及び手数料の取扱いに関すること（再協議）  
 

・協議第３号  １９－６   消防団の取扱い（再協議）          
 

・協議第４号  １９－１１  国民健康保険の取扱い（再協議）       

 

・協議第５号  １９－２４  建設関係事業の取扱い（再協議）       
 

・協議第６号  １９－２６  上水道等の取扱い（再協議） 

 

・協議第７号  １９－２７  下水道等の取扱い（再協議）             

 

＜追加提案＞ 

 

・協議第８号  ９      一般職の職員の身分の取扱いに関すること    
 

・協議第９号  １０     特別職等の身分の取扱いに関すること  

 

 ・協議第１０号 １２     事務機構及び組織の取扱いに関すること    

   

（２）その他 
 
・第１２回合併協議会の会議録について 
 
・その他 

 
 
 
３ 閉 会 



 
 協議第１号 
 
 
 
 

２ 合併の期日に関すること（再協議） 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり再協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 
 合併の期日について 
 
 平成１６年４月１日に合併するものとする。 
 
 
 
 
 

 



 峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 

 
 

合併協定項目 合併の期日に関すること 協 議 細 目  

調 整 結 果   (案) 平成１６年４月１日に合併するものとする。 

（資           料） 

  

 １ 協議会での確認状況 

    合併の期日 ＝ 「平成１６年３月１日に合併するものとする。」・・・ 平成14年7月24日開催の第4回合併協議会で提案、平成14年11月22日開催の第6回 

                                      協議会で確認 

 

 ２ 再協議の理由 

    

    市町村の合併の特例に関する法律の一部改正案が、平成15年7月2日に国会で議決され、7月9日付けで公布、同日付けで施行された。 

    この改正により、「市となるための要件」の特例（いわゆる「３万人特例」）の適用期限が１年間延長（平成16年3月31日まで→平成17年3月31日まで）さ 

   れたため、当協議会で確認した新市への移行を前提とした「合併の期日」について、各種事務事業の円滑な移行や住民の方々への影響度合い等を総合的に検 

   討した結果、年度初日となる「平成１６年４月１日」を合併の期日とすることが適当であると判断したため。 
 

 ■参考 

  ・合併特例法の改正（市となるための要件） 

     

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・地方自治法（市になるための要件） 

 

 

 

 

 

    

□平成１６年３月３１日までに合併した場合 

 ・人口要件は、３万人以上とし、その他の要件は問わない。  

                        （合併特例法 附則第２条の２） 

□平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までに合併した場合 

                        （合併特例法第５条の２） 

 ①人口４万人以上であること。 

 ②当該普通地方公共団体の中心の市街地を形成している区域内にある戸数が、 

  全戸数の６割以上であること。  

 ③商工業その他の都市的業態に従事する者及びその者と同一世帯に属する者の 

  数が、 全人口の６割以上であること。  

 ④このほか、都道府県の条例で定める都市的施設その他の都市としての要件を 

  備えていること。 

 

□平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までに合併した場合 

 （合併特例法第５条の２） 

  人口３万人以上であること。 

  

■原 則  （地方自治法第８条第１項） 

① 人口５万人以上であること。 

② 当該普通地方公共団体の中心の市街地を形成している区域内にある戸数が、全戸数の６割以上であること。  

③ 商工業その他の都市的業態に従事する者及びその者と同一世帯に属する者の数が、 全人口の６割以上であること。  

④ このほか、都道府県の条例で定める都市的施設その他の都市としての要件を備えていること。  

改 正 前 改 正 後 



 
 協議第２号 
 
 
 
 
１４ 使用料及び手数料の取扱いに関すること（再協議） 

 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり再協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
再協議の内容 

 
１ 再協議の理由 
   
  「使用料及び手数料の取扱いに関すること」については、平成 
 １５年６月２５日の第１２回合併協議会で確認されたものである 
 が、新市の合併期日について、本日の合併協議会で、平成１６年 
 ４月１日に変更することが提案されたことに伴い、確認された調 
 整案の一部を修正する必要があるため。 
 
 
２ 内 容（変更部分のみ） 

 
内容 変更案 既確認内容 
使用料及

び手数料 
 各協議項目の調整結果に基づ

き、新市において施行する。 

 条例により定める使用料及び

手数料については、合併と同時に

専決処分により即時施行する。 

 

 各協議項目の調整結果に基づ

き、新市において施行する。 

 条例により定める使用料及び

手数料については、合併と同時に

専決処分により即時施行する。 

 なお、一元化に調整するもので

あっても、平成１６年３月１日か

ら３１日までの使用料及び手数

料について、旧町の条例を適用す

る場合は暫定施行とし、当該地域

に適用する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 協議第３号 
 
 
 
 

１９－６ 消防団の取扱い（再協議） 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり再協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
再協議の内容 

 
１ 再協議の理由 
   
  「消防団の取扱い」については、平成１５年２月２７日の第８ 
 回合併協議会で確認されたものであるが、新市の合併期日につい 
 て、本日の合併協議会で、平成１６年４月１日に変更することが 
 提案されたことに伴い、確認された調整案の一部を修正する必要 
 があるため。 
 
２ 内 容（変更部分のみ） 
 
内容 変更案 既確認内容 

消防団の組織 
消防団の組織･分

団数 

１消防団に再編する。また、分

団等の組織は、当面現行のとお

りとし、新市において作成する

消防計画に基づき、調整する。 

消防団は、平成１６年３月３１

日までを現行のとおりとし、平

成１６年４月１日をもって、１

消防団に再編する。また、分団

等の組織は、当面現行のとおり

とし、新市において作成する消

防計画に基づき、調整する。 
消防団の手当等 
 報酬等 

現行における６町の支給総額

を上回らない範囲内において

調整する。 

団員の報酬等については、平成

１６年３月３１日までを現行

のとおりとし、平成１６年４月

１日以降の取扱いについては、

現行における６町の支給総額

を上回らない範囲内において

６消防団の再編前までに調整

する。 
 出動手当等 現行における６町の支給総額

を上回らない範囲内において

調整する。 

出動手当等については、平成１

６年３月３１日までを現行の

とおりとし、平成１６年４月１

日以降の取扱いについては、現

行における６町の支給総額を

上回らない範囲内において６

消防団の再編前までに調整す

る。 
 



 
 協議第４号 
 
 
 
 

１９－１１ 国民健康保険の取扱い（再協議） 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり再協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
再協議の内容 

 
１ 再協議の理由 
   
  「国民健康保険の取扱い」については、平成１５年５月２８日 
 の第１１回合併協議会で確認されたものであるが、新市の合併期 
 日について、本日の合併協議会で、平成１６年４月１日に変更す 
 ることが提案されたことに伴い、確認された調整案の一部を修正 
 する必要があるため。 
 
 
２ 内 容（変更部分のみ） 

 
内容 変更案 既確認内容 

国民健康保険税 
 税率等 

税率は制度改正、保険給付の

動向を見極め統一する。ただ

し、丹後町の医療分について

は、激変緩和措置として、平

成１９年度の統一課税に向け

て段階的に引き上げを行う。

また、賦課方式、課税限度額

は現行のまま新市に移行す

る。 

税率は制度改正、保険給付の動

向を見極め統一する。ただし、

平成１５年度については、各町

の例による。また、医療分につ

いては、激変緩和措置として、

丹後町は平成１９年度の統一課

税に向けて段階的に引き上げを

行う。また、賦課方式、課税限

度額は現行のまま新市に移行す

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 協議第５号 
 
 
 
 

１９－２４ 建設関係事業の取扱い（再協議） 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり再協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
再協議の内容 

 
１ 再協議の理由 
   
  「建設関係事業の取扱い」については、平成１５年５月２８日 
 の第１１回合併協議会で確認されたものであるが、新市の合併期 
 日について、本日の合併協議会で、平成１６年４月１日に変更す 
 ることが提案されたことに伴い、確認された調整案を修正する必 
 要があるため。 
 
 
２ 内 容（変更部分のみ） 
内容 変更案 既確認内容 

道路除雪 
 道路除雪体制 

除雪体制については、業者

委託を基本とし、現行の除

雪路線を減少させること

なく、均衡上必要がある場

合は、追加することも検討

し、整備する。 

現行のまま新市に継承する。な

お、新市移行後に到来する除雪体

制については、業者委託を基本と

し、現行の除雪路線を減少させる

ことなく、均衡上必要がある場合

は、追加することも検討し、整備

する。 
 

補助金交付金等 
 道路除雪 

除雪作業に係る補助金に

ついては、新市において新

たな基準を定め、制度の統

一を図る。 

現行のまま新市に継承する。な

お、新市移行後に到来する除雪作

業に係る補助金については、新市

において新たな基準を定め、制度

の統一を図る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 協議第６号 
 
 
 
 

１９－２６ 上水道等の取扱い（再協議） 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり再協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 



再協議の内容 
 
１ 再協議の理由 
   
  「上水道等の取扱い」については、平成１５年６月２５日の第 
 １２回合併協議会で確認されたものであるが、新市の合併期日に 
 ついて、本日の合併協議会で、平成１６年４月１日に変更するこ 
 とが提案されたことに伴い、調整案を修正する必要があるため。 
 
 
 
２ 内 容（変更部分のみ） 
内容 変更案 既提案内容 
簡易水道

事業 
 水道料

金単価表 

簡易水道料金及び飲料水供給施設等

の水道料金は、合併時に統一し、次

のとおりとする。 
 基本料金 
 （表 省略） 
 超過料金 
 （表 省略） 
 
ただし、弥栄町の中央簡水第２系統

及び大宮町の奥大野・五十河地区の

簡易水道区域以外の簡易水道区域に

ついては、次により緩和措置を講ず

る。 
平成 16 年度＝新料金から 30％を減
額する。 
平成 17 年度＝新料金から 20％を減
額する。平成 18 年度＝新料金から
10％を減額する。 
 
なお、久美浜町の神谷・奥馬地・甲

坂・河内の各簡易水道区域について

は、１ケ月 800円（消費税込み）の
定額料金とする。 
ただし、平成 16年度は、６６０円、
平成 17 年度は、７００円、平成 18
年度は、７５０円とする。 

簡易水道料金及び飲料水供給施設等

の水道料金は、合併時に統一し、次

のとおりとする。 
 基本料金 
 （表 省略） 
 超過料金 
 （表 省略） 
 
ただし、弥栄町の中央簡水第２系統

及び大宮町の奥大野・五十河地区の

簡易水道区域以外の簡易水道区域に

ついては、次により緩和措置を講ず

る。 
合併時から平成 16 年度＝新料金か
ら 30％を減額する。 
平成 17 年度＝新料金から 20％を減
額する。平成 18 年度＝新料金から
10％を減額する。 
 
なお、久美浜町の神谷・奥馬地・甲

坂・河内の各簡易水道区域について

は、１ケ月 800円（消費税込み）の
定額料金とする。 
ただし、合併時から平成 16年度は、
６６０円、平成 17年度は、７００円、
平成 18年度は、７５０円とする。 
 



飲料水供

給施設等 
 水道料

金単価表 

簡易水道料金及び飲料水供給施設等

の水道料金は、合併時に統一し、次

のとおりとする。 
 基本料金 
 （表 省略） 
 超過料金 
 （表 省略） 
 
ただし、弥栄町の堀越地区以外の飲

料水供給施設区域については、次に

より緩和措置を講ずる。 
平成 16 年度＝新料金から 30％を減
額する。 
平成 17 年度＝新料金から 20％を減
額する。平成 18 年度＝新料金から
10％を減額する。 
 
なお、峰山町の飲料水供給施設及び

飲料水簡易給水施設、弥栄町の堀越

地区の飲料水供給施設区域について

は、１ケ月 800円（消費税込み）の
定額料金とする。 
 
ただし、弥栄町の堀越地区の飲料水

供給施設区域については、平成 16
年度は、３７０円、平成 17年度は、
５００円、平成 18年度は、６５０円
とする。 
 

簡易水道料金及び飲料水供給施設等

の水道料金は、合併時に統一し、次

のとおりとする。 
 基本料金 
 （表 省略） 
 超過料金 
 （表 省略） 
 
ただし、弥栄町の堀越地区以外の飲

料水供給施設区域については、次に

より緩和措置を講ずる。 
合併時から平成 16 年度＝新料金か
ら 30％を減額する。 
平成 17 年度＝新料金から 20％を減
額する。平成 18 年度＝新料金から
10％を減額する。 
 
なお、峰山町の飲料水供給施設及び

飲料水簡易給水施設、弥栄町の堀越

地区の飲料水供給施設区域について

は、１ケ月 800円（消費税込み）の
定額料金とする。 
 
ただし、弥栄町の堀越地区の飲料水

供給施設区域については、合併時か

ら平成 16 年度は、３７０円、平成
17 年度は、５００円、平成 18 年度
は、６５０円とする。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 協議第７号 
 
 
 
 

１９－２７ 下水道等の取扱い（再協議） 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり再協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
再協議の内容 

 
１ 再協議の理由 
   
  「下水道等の取扱い」については、平成１５年６月２５日の第 
 １２回合併協議会で確認されたものであるが、新市の合併期日に 
 ついて、本日の合併協議会で、平成１６年４月１日に変更するこ 
 とが提案されたことに伴い、調整案を修正する必要があるため。 
 
 
２ 内 容（変更部分のみ） 
内容 変更案 既提案内容 
集落排水

（農業、

漁業）事

業 
 料金体

系、下水

道料金 

公共下水道事業・集落排水事業の下

水道料金については、峰山･大宮公共

下水道組合（公共下水道事業）の料

金表に基づき、次により合併時に統

一する。 
 
 （表 省略） 
 
ただし、弥栄町の料金については、

次により緩和措置を講ずる。 
 
平成 16 年度＝新料金から 30％を減
額する。 
平成 17 年度＝新料金から 20％を減
額する。平成 18 年度＝新料金から
10％を減額する。 
 

公共下水道事業・集落排水事業の下

水道料金については、峰山･大宮公共

下水道組合（公共下水道事業）の料

金表に基づき、次により合併時に統

一する。 
 
 （表 省略） 
 
ただし、弥栄町の料金については、

次により緩和措置を講ずる。 
 
合併時から平成 16 年度＝新料金か
ら 30％を減額する。 
平成 17 年度＝新料金から 20％を減
額する。平成 18 年度＝新料金から
10％を減額する。 
 

 
 



追加提案 
 協議第８号 
 
 
 
 

９ 一般職の職員の身分の取扱いに関すること 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№３） 

合併協定項目 ９ 一般職の職員の身分の取扱いに関すること 小委員会名 総務・企画・議会小委員会 

番号 分 類 調 整 項 目 調 整 結 果（案） 小委員会確認日 協 議 会 確 認 日 

 

１ 

１ 職員数 １ 職員数 峰山町、大宮町、網野町、丹後町、弥栄町及び久美浜町の一般職の職員については、市町村

の合併の特例に関する法律第９条の規定により、すべて新市の職員として引き継ぐものとす

る。 
 職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるもの

とする。 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

２ 

２ 職制 １ 職制 職名及び任用については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、合併時に統一を図

る。 
 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

３ 

３ 給与 １ 給料表の種類 職員の給料表は、国家公務員の給与制度に準拠し、合併時に統一を図る。  

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

４ 

 ２ 職員給料 給料については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から、国家公務員の給与制度に準じて

調整し、合併時に統一を図る。 
 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

５ 

 ３ 諸手当 諸手当については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から、合併時に統一を図る。  

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 

     

 
 

以  下  余  白 



追加提案 
 
 協議第９号 
 
 
 
 

１０ 特別職等の身分の取扱いに関すること 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№３） 

合併協定項目 １０ 特別職の身分の取扱いに関すること 小委員会名 総務・企画・議会小委員会 

番号 分 類 調 整 項 目 調 整 結 果（案） 小委員会確認日 協 議 会 確 認 日 

 

１ 

１ 特別職の任期 

（議会議員、農業委員を除く） 

１ 常勤特別職 新市の市長、助役、収入役、教育長の身分の取扱いについては、法令の定めるところによる。

新市の市長が選出されるまでの間、市長の職務執行者を６町の町長の中から選定する必要が

ある（地方自治法施行令第１条の２）ため、６町の町長が合併期日までに別に協議して定める。

 なお、助役、収入役については、新市の議会が正式に発足した段階で、新市長が議会の同意

を得て選任する。 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

２ 

 ２ 各種委員会委員及び監査委員 

（地方自治法第１８０条の５）

行政委員会委員の身分の取扱いについては、法令の定めるところによる。 

なお、新市における監査委員は２名とする。 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

３ 

２ 特別職の給与・報酬 １ 常勤特別職 新市発足時の職務執行者、及び市長等常勤特別職、並びに教育長の給料は次のとおりとする。

ただし、新市においてすみやかに特別職等報酬審議会を設置し、給与の適正化に努めるもの

とする。 

職務執行者 月額７７０，０００円 市 長 月額９２０，０００円 

助役    月額７４０，０００円 収入役 月額６７０，０００円 

教育長   月額６７０，０００円 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

４ 

 ２ 議会議員 新市の議会議員の報酬は、次のとおりとする。 

ただし、新市の特別職等報酬審議会において、報酬の適正化に努めるものとする。 

 議長    月額４５０，０００円 副議長 月額４００，０００円 

議員    月額３８０，０００円 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

５ 

 ３ 各種委員会委員等 各種委員会委員等の報酬は次のとおりとする。 

ただし、新市の特別職等報酬審議会において、委員報酬の適正化を図るものとする。 

  教育委員会     委員長 月額 １００，０００円 委員 月額 ７２，０００円 

  選挙管理委員会   委員長 月額  ２０，０００円 委員 月額 １２，０００円 

  公平委員会     委員長 年額 １０５，０００円 委員 年額 ６０，０００円 

  監査委員      識見  月額 １２０，０００円 議選 月額 ３０，０００円 

  農業委員会     会長  年額 ２５０，０００円 委員 年額１８１，０００円 

  固定資産評価審査会 委員  日額   ９，０００円 

ただし、日額により報酬を受ける委員等で、その勤務が半日に満たない場合の報酬額は

６，０００円とする。 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

６ 

 ４ 消防団員報酬等 消防団員報酬は次のとおりとする。 

   団長   年額１８９，０００円 副団長  年額１２３，０００円 

   分団長  年額 ９６，０００円 副分団長 年額 ５７，０００円 

   指導員  年額 ５０，０００円 部長   年額 ４３，０００円 

   班長   年額 ３３，０００円 団員   年額 １９，０００円 

 また、出動手当については、１回につき１，６００円とし、訓練手当については１，５００

円とする。なお、警戒手当については出動手当に一元化する。 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

 

７ 

 ５ その他の特別職 その他の条例で定める特別職の職員等、新市に設置する必要のあるものの人数、任期、報酬

額等は、現行の制度をもとに調整する。 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

      

 

 

     

 

以  下  余  白 



 
追加提案 

 
 協議第１０号 
 
 
 
 

１２ 事務機構及び組織の取扱いに関すること 
 
 
 

 上記のことについて、別紙のとおり協議する。 
 
 
 
 
 
平成１５年７月２３日提出 

 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 
会長 岡 六右衛門 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№３） 

合併協定項目 １２ 事務機構及び組織の取扱いに関すること 小委員会名 総務・企画・議会小委員会 

番号 分 類 調 整 項 目 調 整 結 果（案） 小委員会確認日 協 議 会 確 認 日 

 

１ 

１ 組織・機構  現在の峰山町、大宮町、網野町、丹後町、弥栄町及び久美浜町の庁舎を有効活用した組織及

び機構とする。 

新市の組織・機構については、住民サービスが低下しないよう十分配慮する。 

その上で新市の組織・機構については、「新市における組織・機構の整備方針」に基づき整

備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 １５年 ７月２２日

 

平成  年  月  日 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 

     

 
 

新市における組織・機構の整備方針 

 新市における行政組織・機構については、庁舎が狭隘であること等により、一元化

することは困難な状況にある。しかしながら、合併の主旨を踏まえ、合併の効果を最

大限に活かすためには、できる限り組織・機構の効率化、合理化を進める必要がある。

 このため、合併時における組織・機構については次の事項を基本として整備するも

のとする。 

 ①市民が利用しやすく、市民の声を適正に反映することができる組織・機構 

②地域振興を支援できる組織・機構 

③新市建設計画を円滑に遂行できる組織・機構 

④行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構 

⑤簡素で効率的な組織・機構 

⑥責任の所在が明確な組織・機構 

⑦緊急時に即応できる組織・機構 

以  下  余  白 
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